





















































































































第１審（東京地判平成 29 年 11 月 14 日判時 2392 号 20 頁）は、
Ｃに対する損害賠償請求を全部認容し確定したが、Ｙに対する請求
は全部棄却された。そこで、Ｘは、Ｙに対して請求の範囲を限定し
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年）151 頁、村田大樹「判批」法教 478 号（2020 年）137 頁、武川幸嗣「判批」新・
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た大阪地判昭和 62 年２月 26 日判時 1253 号 83 頁 6、東京地判平成 13
年５月 10 日判タ 1141 号 198 頁等がある。また、外観の不審な自動
車運転免許証の調査を怠った点に過失を肯定した判決として、大阪
























































同様の事案についての最高裁判決として、最判昭和 50 年 11 月








京高判昭 47 年 12 月 21 日判タ 292 号 258 頁、千葉地判昭和 59 年
11 月 30 日判時 1144 号 131 頁、岐阜地判昭和 57 年２月 18 日判時










あることから肯定的に評価されている。加藤一郎判例民事法昭和 20 年度 13 事
件 58 頁参照。吉野衛『注釈不動産登記法総論』（金融財政事情研究会、1974 年）
692 頁等。
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士の確認情報提供においても維持されている 11。
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草野耕一裁判官の補足意見では、このような司法書士の不法行為
責任を限定的に解すべき理由が詳述されている。草野裁判官は、司
法書士が「職業的専門家」として社会にとって有用な存在であるか
らこそ、「提供する役務の質を向上させるため」には、「依頼者との
間において高度な信頼関係が形成されることが必要」であり、「依
頼者の同意を得ずに依頼者以外の者に対して助言することはないと
いう行動原理が尊重されなければならない」と述べる。そのため、
司法書士が第三者に対して助言を提供するべき場合があるとしても、
真の委任者の明示的または黙示的同意が与えられる場合に限られる
とするのでる。ここでは、本来の委任者が存在する場合には、その
者の黙示的同意を考慮する必要性を説き、司法書士が助言等の措置
を行うことが申請期日前に現実的に可能であったのかをより慎重に
吟味する必要性が示されている。
このように本判決は、第三者への適切な措置義務の成立要件を具
体的に明示したものであり、本件ケースのように不動産取引が複雑
化し、登記申請手続に関わる専門家が複数存在する場合に、取引へ
の関与の程度も含め、どのようなリスクの分配が公平であるのかを
判断する際の基準を示したものとして重要な意義がある。
今後は、第三者に対して「適切な措置をとるべき義務」の内容の
具体化が課題となろう。登記申請書類の確認という業務のなかで、
申請人の本人性に疑いが生じた場合、司法書士がその疑いに対して
どのようなアプローチをすべきかについては、本判決では明らかに
されていない。本人性の調査を行うべきかについては、取引当事者
間の信頼関係の維持や登記申請の迅速性など、多様な事情を考慮す
る必要がある。特に、本来の委任者が存在するケースでは、第１次
的に、委任者に対し、申請者の本人性の問題について情報を共有し
た上で、さらなる調査を要するのかの意思確認を行うなど、委任契
約の内容を具体化する措置が必要であろう。司法書士には、このよ
うな委任者との合意に反しないことを前提に、第三者に対し、本人
性についての問題点を情報提供することが望まれる。本人性の疑い
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があるという状況で、第三者がそのリスクを引き受けて取引を実現
するのか、または、さらなる調査を司法書士に委任するのか、少な
くともその判断の機会を与えるための情報提供や助言は、司法書士
が登記手続を実現する過程で担うべき義務として位置づけられよう。
